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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第58期

第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (百万円) 14,895 16,488 35,361

経常利益 (百万円) 670 1,202 3,610

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 526 929 3,643

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 430 911 3,384

純資産額 (百万円) 29,557 38,534 37,520

総資産額 (百万円) 64,778 66,992 73,736

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 21.54 32.58 149.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － 31.84 149.07

自己資本比率 (％) 45.5 57.2 50.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,466 4,254 3,660

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △307 △1,083 △700

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 920 △6,582 5,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,174 18,269 21,597
 

 

回次
第58期

第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 12.03 20.09
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第58期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

2022年９月30日現在では、当社グループは、当社、子会社23社により構成されることとなりました。

なお、主要な関係会社における異動は次のとおりです。

2022年４月1日において、燦ホールディングス株式会社と葬祭事業を目的とする合弁会社である株式会社グランセ

レモ東京を設立、また、非連結子会社であった株式会社タレントアジア（旧 株式会社Ｎｅｏ）を、第１四半期連結

会計期間より連結の範囲に含めております。

 
第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、前四半期まで継続した新型コロナウイルス再拡大の懸念が一段と後

退した一方、日米金融政策の相違を主因とする円安が一段と進行いたしました。光熱費や原材料価格は一層の高ま

りを見せていますが、外国人観光客の来日条件緩和によるインバウンド需要の拡大が見込まれ、政府主導の生活支

援や経済対策事業が急拡大するなど、経済環境の変化に応じて新たな事業機会が生まれております。

このような状況のもと、当社グループは新たに「中期経営計画2.0」を策定し“シニア・エンディングナンバー１

企業”の目標を掲げると共に、2025年3月期における売上目標444億円、営業利益目標62億円を達成すべく葬祭、情

報、人材の各セグメントにおいて、事業機会の発見と事業領域の拡大に努めて参りました。

葬祭セグメントでは、新たに開始した葬儀事業において、３月からサービス提供を開始した当社子会社の株式会

社広済堂ライフウェルに加えて、燦ホールディングス株式会社との合弁で設立した株式会社グランセレモ東京が７

月よりサービス提供を開始しており、順調な滑り出しを見せております。また、９月には当社子会社の東京博善株

式会社が、TSO International株式会社より、日本最大の葬祭業界専門展示会「エンディング産業展」を譲り受けて

おり、これにより同社の収益向上、並びに葬祭業界における認知およびブランディングの向上等の効果を図るとと

もに、葬祭業界の発展に貢献してまいります。人材セグメントでは、インターネット求人メディア「Workin.jp」の

リニューアルを行い、求職者の「検索性」及び「利便性」を大幅に改善し、利用者の増加を図っております。ま

た、HRテック領域では、多彩な機能を搭載したオールインワン型採用管理システム「TalentClip」についても機能

追加を行い、これまで当サービスが得意としていたアルバイト・パートの採用管理に加えて、新たに高価格帯の正

社員向けの採用管理を可能としており、新たな需要の取り込みを図っております。

 
こうした取り組みの結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、前年同期比で増収

増益を達成いたしました。

その結果、連結売上高は164億88百万円(前年同四半期比10.7％増)、連結営業利益は11億97百万円(同67.6％増)、

連結経常利益は12億２百万円(同79.4％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益９億29百万円(同76.6％増)となり

ました。

 
セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

・葬祭セグメント

葬祭セグメントは、エンディング関連事業で構成されております。

葬祭事業は、当社子会社の東京博善株式会社において、火葬炉併設の総合斎場を都内６カ所で運営しており

ます。また、2022年3月より当社子会社の株式会社広済堂ライフウェルが、2022年7月より同じく当社子会社の

株式会社グランセレモ東京が葬儀事業を開始しております。

葬祭セグメントでは、火葬件数の増加や、コロナ禍による昨年度までの社会活動の自粛ムードが改善し来場
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者数が増加したことや葬儀事業の順調な滑り出し等により、東京博善株式会社が営む総合斎場運営事業の全事

業領域において前年同期比で増収増益となりました。

その結果、セグメント売上高は51億70百万円(前年同四半期比21.3％増)、セグメント利益は15億90百万円(同

29.0％増)となりました。

 
・情報セグメント

情報セグメントは、情報ソリューション事業で構成されており、出版・商業印刷を始めとする印刷関連ソ

リューションと、IT受託開発を中心としたデジタルソリューション、データ入力代行やコールセンター業務な

どお客様の事業をサポートするBPOサービス、そして、環境配慮型の商品・サービスの提案を行うプロダクト営

業といった事業を展開しております。

情報セグメントの事業では、出版印刷や商業印刷領域の一部に持ち直しの動きがみられるものの、出版印刷

における受注の小ロット化傾向が引き続き継続し、また、販促物やイベント・プロモーション関連等の受注減

少も継続いたしました。収益面では、第１四半期に引き続き内製率の向上に努めたこと等により、利益率の改

善傾向は継続しております。加えて、BPO領域が引き続き堅調に推移したこと等により、情報セグメントは前年

同期比で増収黒字転換となりました。

以上の結果、セグメント売上高は80億96百万円(前年同四半期比1.3％増)、セグメント利益は18百万円(前年

同四半期セグメント損失３億２百万円)となりました。

 
・人材セグメント

人材セグメントは、人材サービス事業で構成されております。

人材事業は、HRテック・求人媒体事業を始めとして、人材紹介・人材派遣、RPO（リクルートメントプロセス

アウトソーシング）、海外（ベトナム等）における、人材紹介、人材育成・研修、日本語教育、留学サポート

等の事業を手掛けており、人材の発掘から採用、教育・研修までトータルな人材ソリューションを提供してお

ります。

人材セグメントの事業では、HRテック領域においてオールインワン型採用管理システム「TalentClip」の長

期・短期プランが緩やかに伸長し、求人媒体領域についても地方における飲食・観光業の回復を受け増収増益

となりました。人材派遣領域も堅調に推移し増収増益を継続しております。一方、収益拡大に向けた営業人員

の増強や広告宣伝費の投下を継続しており、前年同期比で販売管理費が増加しております。その結果、人材セ

グメント全体としましては前年同期比で増収となるも一方で減益となりました。

その結果、セグメント売上高は32億21百万円(前年同四半期比21.8％増)、セグメント利益は22百万円(同

68.9％減)となりました。

 
（資産）

当第２四半期連結累計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて67億43百万円減少しておりま

す。主な要因は、借入金の返済による現金及び預金の減少及び売掛金の減少等によるものであります。

（負債）

当第２四半期連結累計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて77億57百万円減少しておりま

す。主な要因は、借入金等の返済等によるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結累計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて10億14百万円増加しており

ます。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益９億29百万円を計上したことによるものであります。
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(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に

ついて重要な変更はありません。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(4) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同四半期連結会計期

間末に比べ30億94百万円増加し、182億69百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、42億54百万円(前年同四半期比190.2％増)と

なりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が増加及び売上債権の回収によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、10億83百万円(前年同四半期は３億７百万円の

減少)となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、65億82百万円(前年同四半期は９億20百万円の

増加)となりました。これは主に、借入金の返済等によるものであります。

 
(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(6) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

特記すべき事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,130,000

計 95,130,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,537,769 28,537,769
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であ
ります。

計 28,537,769 28,537,769 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年８月２日 ― 28,537,769 △2,378 100 ― 1,478
 

（注）2022年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、2022年８月２日付で減資の効力が発生し、資本金から

2,378百万円をその他資本剰余金に振り替えております。なお、資本金の減資割合は、95.96%であります。
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(5) 【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式
を除く。)の総数に
対する所有株式数の

割合(％)

PA ACE IV (HK) LIMITED
（常任代理人　ＳＭＢＣ日興証
券株式会社）

26TH FLOOR,THREE EXCHANGE SQUARE,8
CONNAUGHT PLACE CENTRAL HONG KONG
（千代田区丸の内１丁目５番１号　新
丸の内ビルディング）

5,317 18.64

グローバルワーカー派遣株式会
社

東京都港区東麻布２丁目１５番２号Ｄ
ＲＥＡＭ　ＧＡＲＤＥＮ　ＢＬＤＧ　
Ａ－３

3,934 13.79

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７－１８ 2,699 9.46

Ｒ＆Ｌホールディングス株式会
社

東京都港区東麻布２丁目１５番２号Ｄ
ＲＥＡＭ　ＧＡＲＤＥＮ　ＢＬＤＧ　
Ａ－３

2,543 8.91

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,619 5.67

ポールスター株式会社
東京都墨田区横川３丁目６番７号望月
ビル

800 2.80

CRANE HILL HOLDINGS PTE. LTD.
（常任代理人　隼あすか法律事
務所）

8 TEMASEK BOULEVARD #34-02 SUNTEC
TOWER THREE SINGAPORE（千代田区霞
が関３丁目２－５　霞が関ビル４階）

794 2.78

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行再信託分・
株式会社学研ホールディングス
退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 584 2.05

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)
（常任代理人　野村證券株式会
社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,
UNITED KINGDOM
（中央区日本橋１丁目１３－１）

498 1.75

田中　成奉 東京都千代田区 456 1.60

計 ― 19,247 67.46
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 5,400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,511,000 285,110 ―

単元未満株式 普通株式 21,369 ― ―

発行済株式総数 28,537,769 ― ―

総株主の議決権 ― 285,110 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,300株(議決権の数43個)含まれており

ます。
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② 【自己株式等】

  2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社広済堂ホール
ディングス

東京都港区芝浦1-2-3
シーバンスS館13階

5,400 － 5,400 0.02

計 ― 5,400 － 5,400 0.02
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 21,662 18,337

  受取手形及び売掛金 7,131 3,900

  商品及び製品 100 102

  仕掛品 716 1,207

  原材料及び貯蔵品 187 205

  その他 1,630 1,323

  貸倒引当金 △79 △80

  流動資産合計 31,350 24,996

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 14,527 14,142

   機械装置及び運搬具（純額） 4,430 4,203

   土地 13,984 13,997

   工具、器具及び備品（純額） 2,638 2,582

   その他（純額） 238 220

   有形固定資産合計 35,820 35,147

  無形固定資産 916 990

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,894 2,807

   その他 2,883 3,181

   貸倒引当金 △133 △133

   投資その他の資産合計 5,643 5,854

  固定資産合計 42,380 41,993

 繰延資産 5 2

 資産合計 73,736 66,992
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,448 2,151

  短期借入金 5,500 1,400

  1年内返済予定の長期借入金 5,509 5,376

  1年内償還予定の社債 230 140

  未払法人税等 409 386

  賞与引当金 283 330

  その他 3,109 2,262

  流動負債合計 17,492 12,046

 固定負債   

  社債 90 20

  長期借入金 16,972 14,792

  繰延税金負債 178 176

  再評価に係る繰延税金負債 139 139

  退職給付に係る負債 21 21

  その他 1,321 1,261

  固定負債合計 18,723 16,411

 負債合計 36,215 28,457

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,478 100

  資本剰余金 8,025 10,404

  利益剰余金 26,742 27,672

  自己株式 △8 △5

  株主資本合計 37,239 38,171

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 681 657

  土地再評価差額金 △459 △459

  為替換算調整勘定 △41 △18

  その他の包括利益累計額合計 180 179

 新株予約権 9 11

 非支配株主持分 91 171

 純資産合計 37,520 38,534

負債純資産合計 73,736 66,992
 

EDINET提出書類

株式会社広済堂ホールディングス(E00724)

四半期報告書

12/23



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 14,895 16,488

売上原価 10,745 11,199

売上総利益 4,150 5,289

販売費及び一般管理費 ※  3,436 ※  4,091

営業利益 714 1,197

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 29 28

 償却債権取立益 － 75

 その他 128 133

 営業外収益合計 158 237

営業外費用   

 支払利息 134 131

 支払手数料 10 71

 その他 57 29

 営業外費用合計 202 232

経常利益 670 1,202

特別利益   

 固定資産売却益 30 －

 その他 0 0

 特別利益合計 30 0

特別損失   

 固定資産売却損 2 1

 固定資産除却損 9 6

 訴訟事件等関連費用 41 19

 その他 26 4

 特別損失合計 78 31

税金等調整前四半期純利益 622 1,171

法人税等 111 269

四半期純利益 510 901

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △15 △28

親会社株主に帰属する四半期純利益 526 929
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 510 901

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △104 △23

 為替換算調整勘定 24 33

 その他の包括利益合計 △80 10

四半期包括利益 430 911

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 438 929

 非支配株主に係る四半期包括利益 △7 △17
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 622 1,171

 減価償却費 977 929

 のれん償却額 43 62

 引当金の増減額（△は減少） △2 49

 受取利息及び受取配当金 △29 △29

 支払利息 134 131

 売上債権の増減額（△は増加） 1,472 3,243

 棚卸資産の増減額（△は増加） △438 △497

 仕入債務の増減額（△は減少） △495 △309

 未払金の増減額（△は減少） △359 △289

 その他 124 167

 小計 2,049 4,629

 利息及び配当金の受取額 29 29

 利息の支払額 △137 △129

 法人税等の支払額 △475 △275

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,466 4,254

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） 0 △1

 有価証券の償還による収入 1,000 －

 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △718 △404

 有形及び無形固定資産の売却による収入 33 0

 長期前払費用の取得による支出 △128 △166

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△326 －

 貸付けによる支出 △1 △0

 貸付金の回収による収入 1 1

 関係会社株式の取得による支出 △184 △20

 その他 18 △490

 投資活動によるキャッシュ・フロー △307 △1,083
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 4,200 △4,100

 長期借入れによる収入 3,000 500

 長期借入金の返済による支出 △3,316 △2,849

 社債の償還による支出 △340 △160

 自己株式の処分による収入 － 3

 自己株式の取得による支出 △2,497 △0

 非支配株主からの払込みによる収入 － 98

 新株予約権の発行による収入 － 1

 配当金の支払額 △0 －

 その他 △125 △75

 財務活動によるキャッシュ・フロー 920 △6,582

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,081 △3,406

現金及び現金同等物の期首残高 13,093 21,597

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 77

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,174 ※  18,269
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

2022年４月1日において、燦ホールディングス株式会社と葬祭事業を目的とする合弁会社である株式会社グラン

セレモ東京を設立、また、非連結子会社であった株式会社タレントアジア（旧 株式会社Ｎｅｏ）を、第１四半期

連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 
(会計方針の変更等)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対

応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

給与賞与 1,262百万円 1,508百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金勘定 15,236百万円 18,337百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △61 △68 

現金及び現金同等物 15,174 18,269 
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月9日
取締役会

普通株式 221 7.75 2022年9月30日 2022年12月7日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、2022年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、2022年８月２日付で減資の効力が発生し、資

本金の額2,378百万円を、その他資本剰余金に振り替えております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が100百万円、資本剰余金が10,404百万円となって

おります。

 

EDINET提出書類

株式会社広済堂ホールディングス(E00724)

四半期報告書

18/23



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．前第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２葬祭 情報 人材 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 4,261 7,989 2,644 14,895 － 14,895

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ 19 519 538 △538 －

計 4,261 8,009 3,164 15,434 △538 14,895

セグメント利益又は
損失(△)

1,232 △302 72 1,002 △288 714
 

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△288百万円には、セグメント間消去等15百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△303百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．当第２四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２葬祭 情報 人材 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 5,170 8,096 3,221 16,488 － 16,488

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ 46 375 422 △422 －

計 5,170 8,143 3,597 16,911 △422 16,488

セグメント利益 1,590 18 22 1,631 △434 1,197
 

(注) １．セグメント利益の調整額△434百万円には、セグメント間消去等△2,912百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用及び持株会社に係る損益2,478百万円が含まれております。全社費用及び持株会

社に係る損益は、主に報告セグメントからの受取配当金と報告セグメントに帰属しない持株会社である

当社において発生するグループ管理費用等の純額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
３  報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメント利益又は損失の算定方法の変更）

第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの経営成績をより適切に評価するため、報告セグメント

のセグメント利益に含まれていた各グループ会社の経営指導料を、セグメント利益の調整額に全社費用として

計上する方法に変更しております。なお、前第２四半期連結累計期間は持株会社移行前のため、経営指導料は

発生しておらず、セグメント利益又は損失に与える影響はございません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年９月30日）

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
葬祭 情報 人材

エンディング関連事業に係る
財・サービス

4,261 ― ― 4,261

情報ソリューション事業に係
る財・サービス

― 7,989 ― 7,989

人材サービス事業に係る
財・サービス

― ― 2,644 2,644

顧客との契約から生じる収益 4,261 7,989 2,644 14,895

外部顧客への売上高 4,261 7,989 2,644 14,895
 

 
当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年９月30日）

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
葬祭 情報 人材

エンディング関連事業に係る
財・サービス

5,170 ― ― 5,170

情報ソリューション事業に係
る財・サービス

― 8,096 ― 8,096

人材サービス事業に係る
財・サービス

― ― 3,221 3,221

顧客との契約から生じる収益 5,170 8,096 3,221 16,488

外部顧客への売上高 5,170 8,096 3,221 16,488
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 21.54円 32.58円

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 526 929

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

526 929

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,437 28,530

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 31.84円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) － 666

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

－ －

 

(注)　前第２四半期連結累計期間において潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

２ 【その他】

（１）2022年11月９日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議しました。

① 中間配当による配当金の総額　　　　　221百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　7円75銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日　2022年12月７日

 
（２）当社連結子会社である東京博善株式会社（以下「同社」といいます。）の株式併合（2020年3月31日効力発

生。以下「本件株式併合」といいます。）により発生した一株未満の端数につき、本件株式併合に反対する株主

（以下「反対株主」といいます。）が会社法第182条の4第1項に基づき同社への株式買取請求を行いましたが、

株式の価格の決定について、反対株主と同社との間の協議が調わなかったため、同社は会社法第182条の5第2項

に基づき裁判所に対し、価格の決定の申立を行っております。

 
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

２０２２年１１月９日

株式会社広済堂ホールディングス

取締役会　御中

　

興亜監査法人

東京都千代田区
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　隆  

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝　康治  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社広済堂

ホールディングスの２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２

０２２年７月１日から２０２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２２年４月１日から２０２２年

９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社広済堂ホールディングス及び連結子会社の２０２２年９

月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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